
          

 
 

 

 

 

 

香川県では、ＩＣＴ機器等を導入しようとする県内建設事業者（建設業者及び測量・建

設コンサルタント業者）の皆様に対し、必要な経費の一部を補助します。 
 

１ 事業目的  

 現在、県内建設事業者の従業員の高齢化や担い手不足は深刻な状況であり、
建設現場における一人一人の生産性の向上が求められています。 
香川県では、ＩＣＴ機器等を導入する建設事業者の方々に対し、必要な経費

の一部に補助金を交付することにより、建設現場の生産性向上や従業員の負担
軽減、職場定着に向けた取組み等を支援します。 
 

２ 補助対象となる経費、補助金の額  

（１）補助対象となる経費 

補助対象 

経   費 

経 費 

区 分 
経費区分の明細 備 考 

ＩＣＴ機器

等の導入に

要する右欄

に定める経

費 

設備等 

導入費 

ＩＣＴ活用工事の実施につながり、建設現場におけ

る生産性向上に資する機器で、以下に示すものの導入

に要する経費（機器等の購入に要するものに限る。た

だし、（3）は補助事業の実施期間に係る使用料を含

む。） 

 

（1）既存の建設機械へＩＣＴ機器を搭載（後付け） 

（２Ｄ・３Ｄ） 

 ・マシンガイダンスシステム 

・マシンコントロールシステム 

 

（2）３Ｄ測量機器 

 ・３Ｄレーザースキャナー 

 ・自動追尾型トータルステーション 

 ・ＵＡＶ（ドローン） 

 ・ＧＮＳＳ受信機 

 

（3）３次元設計ソフトウェア等 

補助対象経費は、交

付決定後、令和７年３

月３１日までに支出さ

れる経費（現実に支払

が行われるもの）とな

ります。 

（事前や事後に発注・

支出されたものは対象

外です。） 

 
（２）補助金の額（補助率及び補助限度額） 

 
 
 
 
 

３ 募集期間  

 
 

 

 

 

※募集の詳細は、裏面をご覧ください。 

建設事業者の皆様のＩＣＴ機器等導入経費の一部を補助します!! 

― 香川県ＩＣＴ活用工事普及促進事業 － 

・補助率   ： 補助対象経費の２分の１以内の額 

・補助限度額 ： １００万円を上限額とします。 

募集期間：令和６年６月１９日(水)～７月１８日(木)  



          

 

 

 
 

■ 募集期間  令和６年６月１９日（水）～７月１８日（木） 

※持参または郵送（ただし、郵送による場合は、当日消印有効とします。） 

※電子メールでの提出も可。（提出先：dobokukanri@pref.kagawa.lg.jp） 

■ 補助対象事業者 

 次の①または②に該当する者 

 ①建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に基づく建設業の許可を有しており、その主たる営業所の所在地

が香川県内である者 

 ②香川県内に本店を有し、補助事業の実施期間の属する年度（令和６年度）の「香川県測量・建設コン

サルタント業務等指名競争入札参加資格者名簿」に登載されている者 

※このほか、詳細な要件も設けていますので、必ず募集要項（詳細版）や交付要綱でご確認ください。 

 

■ 申請書類   
□香川県ＩＣＴ活用工事普及促進事業補助金交付申請書等（様式第１号～様式第４号） 
□会社案内又は商業登記簿謄本（コピー可）（※個人の場合は、住民票） 
□県税事務所が発行する納税証明書（コピー可）（※すべての県税に滞納がない旨の証明書） 
□対象経費の算出根拠を証する書類（コピー可）（※見積書、設計書など） 
□事業内容の確認に必要な書類等（機器等のパンフレット、写真等） 

 
 

※申請書類は、各１部提出してください。 

申請内容について問い合わせることがありますので、必ず控えをとっておいてください。 
 

 ※申請手続き等の詳細は、香川県のホームページでご確認ください。 

  ・申請手続を行う際には、ＨＰの「募集要項（詳細版）」を必ずご一読ください。 

・交付申請書等の各種様式及び記載例は、香川県のホームページからダウンロードできます。 

   https://www.pref.kagawa.lg.jp/dobokukanri/kensetsu/kensetsujinzai/kensetsujinzai_potal.html 

☞「香川県建設業担い手確保・育成ポータルサイト」で検索 
 

■ 審査方法及び審査項目 

 □ 審査方法    

・審査会において、概ね１０業者程度を選定します（※先着順ではありません） 

・審査は、提出いただいた事業計画書等に基づく書類審査により実施します。 
 
 □ 審査項目 

審査の主な視点としては、以下のとおりです。 

①事業の妥当性、②事業の有効性、③実施の確実性、④事業の独自性、⑤事業の持続性・波及性  
 

■ 補助金を受けるに当たって 

  □ 補助事業の着手（機器等の注文、購入手続等）は、補助金の交付決定通知後になります。 

□ 補助対象経費は、交付決定日から令和７年３月３１日までに支出される経費（現実に支払が行われる

もの）となります。 

 □ 補助対象経費は、既存事業と明確に区分できるもので、かつ領収書等の証拠書類によって金額が確

認できるものに限ります。 

□ 消費税及び振込手数料は、補助対象外です。 

□ 同一の補助対象事業者への補助金交付は、１回までとします。 
 

■ 活用実績等の報告等 

補助金の交付決定を受けた方は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度に、ＩＣＴ機器等の活用

状況などを報告いただく必要があります。 

 

■ 提出先・問い合わせ先 

 

 

                               

 

香川県土木部土木監理課 契約・建設業グループ 

〒760-8570 香川県高松市番町四丁目１番 10 号 

TEL：087-832-3507（直通）／FAX：087-806-0220 

E-mail：dobokukanri@pref.kagawa.lg.jp 

募 集 概 要 


